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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第50期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第51期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第50期

会計期間

自  平成21年
    12月１日
至  平成22年
    ２月28日

自  平成22年
    12月１日
至  平成23年
    ２月28日

自  平成21年
    12月１日
至  平成22年
    11月30日

売上高 (千円) 631,892 821,6345,735,966

経常利益(△損失) (千円) △279,620△181,107 151,191

四半期(当期)純利益(△損失)(千円) △172,856△141,071 84,681

純資産額 (千円) 1,537,9251,665,8071,827,853

総資産額 (千円) 5,982,3906,060,5025,848,806

１株当たり純資産額 (円) 248.95 262.91 292.63

１株当たり四半期
(当期)純利益金額(△損失)

(円) △29.51 △24.09 14.45

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.4 25.4 29.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △440,435△560,138 69,969

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △36,140 3,928 △18,636

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 267,916 419,945△86,801

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 579,868 616,793 753,058

従業員数 (名) 211 210 213

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第50期は潜在株式がないため、また、第50期第１四

半期連結累計（会計）期間及び第51期第１四半期連結累計（会計）期間は１株当たり四半期純損失であり、ま

た、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成23年２月28日現在

従業員数(名) 210[612]

(注)  従業員は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成23年２月28日現在

従業員数(名) 175[109]

(注)  従業員は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び販売の状況】
　

(1) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

建設コンサルタント事業 876,046 ― 2,824,370 ―

情報処理事業 360,678 ― 571,802 ―

不動産賃貸・管理事業 933 ― ― ―

合計 1,237,358 ― 3,396,173 ―

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

建設コンサルタント事業 499,577 ―

情報処理事業 321,123 ―

不動産賃貸・管理事業 933 ―

合計 821,634 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りです。
　

相手先

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東日本高速道路株式会社 63,742 10.1 61,890 7.5

国土交通省 83,951 13.3 61,297 7.5

　

(3) 売上にかかる季節的変動について

当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期

間に完成する業務の割合が大きく、各四半期連結会計期間の業績には季節的変動があります。

　
２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第１四半期連結会計期間における建設コンサルタント業界は、長期的な公共事業投資の縮減化継続の

中で、国の経済対策等の下支えがあって横這いに推移いたしました。

しかしながら、3月11日に発生した未曽有の東日本大震災により、日本経済の先行きは全く不透明となり、

業界動向も予断を許さない状況にあります。

当第１四半期連結会計期間において、当社グループは、一層の原価低減と販売管理費の削減を軸とする効

率化を徹底した事業計画を策定し業績の確保に努めてまいりました。

なお、当社グループの売上は、大半を官公庁からの受注業務が占めるという特性から第２四半期に集中

し、例年の傾向として第１四半期の業績は、売上高と固定経費がバランスせず営業損失が常態となっており

ます。

この結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、受注高1,237百万円（前年同期比20.4％増）、売上高821

百万円（前年同期比30.0％増）、営業損失170百万円（前年同期は269百万円の営業損失）、経常損失181百

万円（前年同期は279百万円の経常損失）、四半期純損失141百万円（前年同期は172百万円の四半期純損

失）となりました。

　
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　
（建設コンサルタント事業）

当社グループの主力事業である建設コンサルタント事業は、売上高499百万円、営業損失197百万円となり

ました。

（情報処理事業）

情報処理事業は、売上高321百万円、営業利益68百万円となりました。

（不動産賃貸・管理事業）

不動産賃貸・管理事業は、当社子会社が主に連結グループ内企業に対してサービスを提供している事業

で、売上高0百万円、営業利益7百万円となりました。

（注）上記セグメント別の売上高は、外部顧客に対する売上高のみを表示しております。

内部売上高を含む詳細につきましては、[セグメント情報]をご参照下さい。

　
(2)財政状態の分析

（総資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ211百万円増加し、6,060百万円

となりました。これは主として未成業務支出金の増加によるものであります。

(負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ373百万円増加し、4,394百万円と

なりました。これは主として短期借入金の増加によるものであります。

(純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ162百万円減少し、1,665百万円

となりました。これは主として利益剰余金の減少によるものであります。
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(3)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ136百万円減少し、616百万円となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって使用した資金は560百万円（前年同期は使用した資金440百万円）となりました。これ

は主としてたな卸資産の増加358百万円及び仕入債務の減少139百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によって獲得した資金は3百万円（前年同期は使用した資金36百万円）となりました。これは主

として貸付金の回収による収入3百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって獲得した資金は419百万円（前年同期は獲得した資金267百万円）となりました。これ

は主として短期借入金の純増による収入420百万円によるものであります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

特記事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,861,000 5,861,000
大阪証券取引所

JASDAQ（スタンダード）
単元株式数 1,000株

計 5,861,000 5,861,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月１日～平
成23年２月28日

― 5,861,000 ― 1,000,000 ― 250,000

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年11月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）　　 
普通株式      5,000

―
権利内容になんら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　5,847,0005,847 同上

単元未満株式 普通株式      9,000― （注）

発行済株式総数 5,861,000― ―

総株主の議決権 ― 5,847 ―

(注)  単元未満株式には、当社所有の自己株式が44株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社協和コンサルタンツ

東京都渋谷区笹塚
１-62-11

5,000 ― 5,000 0.09

計 ― 5,000 ― 5,000 0.09

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
12月

平成23年
　１月 ２月

最高(円) 128 130 127

最低(円) 120 122 122

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第１四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年12月１日から平成23年２月28日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年12月１日から平成23年２月28日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年12月１

日から平成22年２月28日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年12月１日から平成22年２月28日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年12月１日から平成23年２月28日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年12月１日から平成23年２月28日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 819,025 955,491

受取手形・完成業務未収入金等 1,782,306 1,881,619

未成業務支出金 ※２
 1,177,959

※２
 818,965

その他 205,065 98,881

流動資産合計 3,984,357 3,754,957

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 240,314

※１
 244,113

土地 1,037,567 1,037,567

その他（純額） ※１
 81,355

※１
 85,338

有形固定資産合計 1,359,236 1,367,018

無形固定資産 165,371 174,897

投資その他の資産 546,587 546,712

固定資産合計 2,071,195 2,088,629

繰延資産

社債発行費 4,950 5,220

繰延資産合計 4,950 5,220

資産合計 6,060,502 5,848,806

負債の部

流動負債

業務未払金 215,459 355,410

短期借入金 2,320,000 1,900,000

1年内返済予定の長期借入金 239,600 224,000

未払法人税等 44,820 96,747

受注損失引当金 ※２
 5,127

※２
 888

その他 594,256 508,923

流動負債合計 3,419,262 3,085,970

固定負債

長期借入金 264,400 240,000

退職給付引当金 362,713 350,783

役員退職慰労引当金 121,771 113,176

その他 226,547 231,023

固定負債合計 975,432 934,982

負債合計 4,394,695 4,020,952
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 250,000 250,000

利益剰余金 290,723 466,930

自己株式 △1,107 △1,013

株主資本合計 1,539,615 1,715,917

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △214 △2,254

評価・換算差額等合計 △214 △2,254

少数株主持分 126,405 114,191

純資産合計 1,665,807 1,827,853

負債純資産合計 6,060,502 5,848,806
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年12月１日
　至 平成23年２月28日)

売上高 631,892 821,634

売上原価 550,272 667,827

売上総利益 81,619 153,806

販売費及び一般管理費 ※１
 351,191

※１
 323,851

営業損失（△） △269,571 △170,044

営業外収益

受取利息及び配当金 331 525

受取家賃 2,496 2,460

助成金収入 － 1,200

その他 2,365 358

営業外収益合計 5,193 4,544

営業外費用

支払利息 14,826 15,028

その他 415 579

営業外費用合計 15,242 15,608

経常損失（△） △279,620 △181,107

特別利益

投資有価証券売却益 － 40

特別利益合計 － 40

特別損失

瑕疵補修に伴う損害賠償金 － 10,000

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,874

その他 177 161

特別損失合計 177 16,036

税金等調整前四半期純損失（△） △279,798 △197,103

法人税、住民税及び事業税 9,089 38,263

法人税等調整額 △115,372 △111,749

法人税等合計 △106,283 △73,486

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △123,617

少数株主利益又は少数株主損失（△） △658 17,454

四半期純損失（△） △172,856 △141,071
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年12月１日
　至 平成22年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年12月１日
　至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △279,798 △197,103

減価償却費 19,967 21,409

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,916 8,595

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,963 11,930

受注損失引当金の増減額（△は減少） 20,245 4,238

受取利息及び受取配当金 △331 △525

支払利息 14,826 15,028

売上債権の増減額（△は増加） 390,809 99,313

たな卸資産の増減額（△は増加） △427,727 △358,994

仕入債務の増減額（△は減少） △290,304 △139,951

その他 169,689 77,815

小計 △381,575 △458,244

利息及び配当金の受取額 421 530

利息の支払額 △11,275 △15,028

法人税等の支払額 △48,005 △87,395

営業活動によるキャッシュ・フロー △440,435 △560,138

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △7,430 －

無形固定資産の取得による支出 △787 －

その他 △27,922 3,928

投資活動によるキャッシュ・フロー △36,140 3,928

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 350,000 420,000

長期借入れによる収入 － 80,000

長期借入金の返済による支出 △34,050 △40,000

自己株式の取得による支出 － △93

配当金の支払額 △39,988 △31,311

リース債務の返済による支出 △8,044 △8,649

財務活動によるキャッシュ・フロー 267,916 419,945

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △208,658 △136,264

現金及び現金同等物の期首残高 788,526 753,058

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 579,868

※
 616,793
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日)

会計基準に関する事項の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失が339千円、税金等調整前四半期純損失が6,213千円増加しております。ま

た、当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額は軽微であります。

　

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成22年12月１日　至　平成23年２月28日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末
(平成22年11月30日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額 　　　489,003千円※１ 有形固定資産減価償却累計額 　　　477,034千円

※２  損失が見込まれる受注契約に係る未成業務支出　　

金と受注損失引当金は相殺せずに両建てで表示して

おります。

  損失の発生が見込まれる受注契約に係る未成業務

支出金のうち、受注損失引当金に対応する額は2,776

千円であります。

※２  損失が見込まれる受注契約に係る未成業務支出　　

金と受注損失引当金は相殺せずに両建てで表示して

おります。

  損失の発生が見込まれる受注契約に係る未成業務

支出金のうち、受注損失引当金に対応する額は

587千円であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日 
  至　平成22年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年12月１日 
  至　平成23年２月28日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

す。

従業員給与 118,213千円

退職給付費用 4,275千円

役員退職慰労引当金繰入 7,066千円

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

す。

従業員給与 110,813千円

退職給付費用 5,122千円

役員退職慰労引当金繰入 7,791千円

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第

２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間

に完成する業務の割合が大きく、各四半期連結会計

期間の業績には季節的変動があります。

　２　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、第

２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間

に完成する業務の割合が大きく、各四半期連結会計

期間の業績には季節的変動があります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年12月１日
至  平成22年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

※  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成22年２月28日現在)

現金及び預金 732,265千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 152,397千円

現金及び現金同等物 579,868千円

※  現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末

残高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成23年２月28日現在)

現金及び預金 819,025千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 202,232千円

現金及び現金同等物 616,793千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成23年２月28日)及び

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,861,000

　
２ 自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,786

　

３ 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年２月25日
定時株主総会

普通株式 35,135 6.00平成22年11月30日 平成23年２月28日

　
(2)基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、　　配当

の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　
該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日)

　

建設コン
サルタント
事業
(千円)

情報処理
事業

(千円)

不動産賃貸
・管理事業

(千円)

人材派遣
事業
(千円)

建築・ＡＭ
事業
(千円)

計
 

(千円)

消去又は
全社

(千円)

連結
 

(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

407,06780,014 945 142,5161,350631,892 ─ 631,892

(2) セグメント
間の内部売上高

─ 14,79216,261 ─ ─ 31,054(31,054) ─

計 407,06794,80717,206142,5161,350662,946(31,054)631,892

営業利益又は
営業損失（△）

△199,313△10,5517,036 △268 △2,650△205,747(63,823)△269,571

(注) １ 事業区分の方法……製品の市場及び販売方法の類似性により区分しております。

２ 各区分に属する主要な製品

(1) 建設コンサルタント事業……調査設計及び施工管理業務等

(2) 情報処理事業……情報処理サービス業務、複写印刷業務等

(3) 不動産賃貸・管理事業……不動産賃貸、管理事業等

(4) 人材派遣事業……人材派遣事業等

(5) 建築・ＡＭ事業……建築業務、給排水管更生業務その他リフォーム業務等

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日)

本邦以外の国又は地域に所属する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　
【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日)

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。

　
【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。

当社グループは、建設コンサルタント事業、情報処理事業及び不動産賃貸・管理事業を営んでおり、

これを当社グループの報告セグメントとしております。

「建設コンサルタント事業」は当社及び㈱ケーイーシー・インターナショナルが営んでいる事業

で、調査設計及び施工管理業務等を行っております。

「情報処理事業」は㈱ケー・デー・シーが営んでいる事業で、情報処理サービス業務、複写印刷業務

及び人材派遣業務等を行っております。

「不動産賃貸・管理事業」は㈱ケーイーシー商事が営んでいる事業で、不動産賃貸、管理業務等を

行っております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日)

（単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

建設コンサル
タント事業 情報処理事業

不動産賃貸・
管理事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客へ
の売上高

499,577321,123 933 821,634 ─ 821,634

(2) セグメント
間の内部売上高

─ 19,806 17,090 36,897(36,897) ─

計 499,577340,93018,023858,531(36,897)821,634

セグメント利益
又は損失(△)

△197,32168,257 7,827△121,236(48,808)△170,044

(注) １　セグメント利益又はセグメント損失の調整額△48,808千円には、セグメント間取引消去315千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△49,123千円が含まれております。全社費用の主なものはグループの管理部

門に係る費用であります。

２　セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　
（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末
(平成22年11月30日)

　 　

　 262.91円
　

　 　

　 292.63円
　

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第１四半期連結累計期間
　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年12月１日
至  平成22年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

１株当たり四半期純損失金額 29.51円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。
 

１株当たり四半期純損失金額 24.09円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。
 

(注)  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年12月１日
至  平成22年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年12月１日
至  平成23年２月28日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 172,856 141,071

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) 172,856 141,071

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,856 5,855

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年４月１２日

株式会社協和コンサルタンツ

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    橋    洋    史    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    本    秀    仁    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    恭    治    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社協和コンサルタンツの平成２１年１２月１日から平成２２年１１月３０日までの連結会計年度の第１

四半期連結会計期間（平成２１年１２月１日から平成２２年２月２８日まで）及び第１四半期連結累計期間

（平成２１年１２月１日から平成２２年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社協和コンサルタンツ及び連結子会社

の平成２２年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年４月１２日

株式会社協和コンサルタンツ

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    大    橋    一    生    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山    本    秀    仁    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    伊    藤    恭    治    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社協和コンサルタンツの平成２２年１２月１日から平成２３年１１月３０日までの連結会計年度の第１

四半期連結会計期間（平成２２年１２月１日から平成２３年２月２８日まで）及び第１四半期連結累計期間

（平成２２年１２月１日から平成２３年２月２８日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社協和コンサルタンツ及び連結子会社

の平成２３年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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